
 

平成３０年度 機関評価基準 

 
［Ⅰ研究開発の実施・推進面］ 

■国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発 

① 研究課題の設定、 
研究の実施、 
研究成果の実装 

政策ニーズの変化を踏まえつつ、直面する政策展開に対応した研

究課題、将来的に必要となる政策に資するために実施する研究課

題を設定し、研究課題の目的を達成するため、研究開発の特性に

応じて効果的・効率的に研究を実施するとともに、研究成果の現

場実装を的確に推進しているか。 
 

 
■災害・事故対応への技術的支援と対策技術の高度化 

② 国内外における

災害等の対応・高

度化研究 

研究所として対応が必要な国内又は海外で発生した災害等につ

いて、二次災害防止や応急対策に関する現場の対応を支援すると

ともに、原因の究明、復旧・復興計画の検討、対策の実施につい

て技術的な助言を行う取組を推進しているか。また、災害等から

得られる知見・教訓を蓄積し、防災・減災対策の高度化研究に反

映しているか。 
 

 
■地方整備局等の現場技術力の向上を支援 

③ 直面する課題解

決、将来の現場技

術力への支援 

現場で直面する技術的課題の解決を支援するために行う、指導・

助言の取組を推進するとともに、現場技術者を、行政知識と専門

性を併せ持つ地域の中核技術者として計画的に養成しているか。 
 
 
 

 
■政策の企画・立案の技術的基盤となるデータの収集・分析・管理、社会への還元 

④ データの継続し

た収集・管理・分

析・公開 

国の機関として、膨大な現場データを、客観性・正確性・信頼性

を確保しつつ継続的に収集、管理し、蓄積したデータは、自ら分

析し研究へ反映するとともに、社会へ適切に公開しているか。 
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［Ⅱ機関運営面］ 

■質の高い研究を支えるマネジメントの仕組みの構築 

⑤ 研究マネジメン

トの充実・外部と

の連携確保 

研究の質の向上を図るため、研究を支える従来の取組を継続的に

改善し、効果的・効率的に研究をマネジメントする体制・仕組み

を構築・運用しているか。また、多様で急速な技術の進化に応じ、

省庁間連携や産学官連携など、外部との新たな連携の仕組みを機

動的に整備・活用しているか。 
 

 
■技術を礎とし、研究と行政・現場の両面から政策展開を見通す人材の育成 

⑥ 目指すべき人材 技術を礎とし、研究と行政・現場の両面から政策展開を見通す人

材の育成が図られているか。 
 
 
 
 
 

 
■住宅・社会資本分野の技術研究開発を支える実験施設等の保有・機能強化 

⑦ 実験施設の利活

用と適切な管理 
政策の企画・立案に資する検証を行うため、または、民間・大学

等の幅広い技術研究開発を支援するため、保有する実験施設を有

効に利活用するとともに、政策の変化を踏まえ、適切な管理を行

っているか。 
 
 

 
■研究成果・研究活動の効果的な発信 

⑧ 研究成果の発信 国総研の研究成果を発信する取組を積極的に推進するとともに、

国総研の研究活動を国内外に広く周知し、国総研の知名度と存在

感を向上させるため、広報を組織全体で実施しているか。 
 
 
 

 

資料２ 
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